
三重県市町村合併支援交付金実施要綱 
 

平成１５年５月３０日制定 
                            平成１５年１２月１日一部改正 

平成１７年３月２３日一部改正 
平成１８年４月４日一部改正 

 
（趣旨） 

第１条 知事は、市町村の自主・自立の地域づくりに資するため、市町村合併に伴う一時

的な財政需要の増大を考慮し、合併市町村（市町村の合併の特例に関する法律（昭和４

０年法律第６号。以下「特例法」という。）第２条第２項の規定による市町村をいう。以

下同じ。）に対し予算の範囲内において三重県市町村合併支援交付金（以下「交付金」と

いう。）を交付するものとし、その交付に関しては、三重県補助金等交付規則（昭和３７

年三重県規則第３４号）及び政策部関係補助金等交付要綱（平成１８年三重県告示第３

０５号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（交付対象者） 

第２条 交付の対象となる市町村は、平成１７年３月３１日までに特例法の適用を受けて

新たに成立した合併市町村とする。 

（交付対象事業） 

第３条 交付金の交付対象となる事業は、市町村合併に伴い発生する財政需要に対して広

範に支援していくため、原則的には制度の趣旨に沿う全ての事業を対象とし、合併が行

われた日の属する年度を起算とする１０年度間以内に実施する次の各号に掲げる合併市

町村の合併後の一体的なまちづくりのための事業とする。（以下「交付対象事業」とい

う。） 

 （１）市町村建設計画に基づいて実施する事業 

 （２）地域アイデンティティを高めるための事業 

 （３）合併によって生じる行政サービスの格差を是正するための事業 

 （４）その他知事が認める事業 

２ 合併が行われた日以前に着手しないと事業効果が得られないと認められるものについ

ては、前項の交付対象事業に含むものとする。 

（事業計画） 

第４条 交付金の交付を受けようとする合併市町村は、あらかじめ、交付対象事業に係る

計画（以下「交付対象事業計画」という。）を記載した計画書を作成し、知事の承認を受

けるものとする。 

（交付対象経費） 

第５条 交付金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、交付対象事

業の実施に要する経費から事務費（ソフト事業の実施のため必要な事務費を除く。）、人

件費、維持補修費等経常的な経費を控除した額（１００万円以上のものに限る。）とする。 

２ 第３条第２項の交付対象事業に要した経費のうち、合併が行われた日以前に要した経

費であって、合併が行われた日の属する年度分として合併市町村において負担した額は、
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交付対象経費とする。 

（交付金の額） 

第６条 各年度において交付する交付金の額は、交付対象事業に係る交付対象経費の額（そ

の額に１０万円未満の端数があるときはこれを切り捨てた額）の総額以内とする。 

２ この要綱の規定により合併１件につき１合併市町村に交付する交付金の総額は、５億

円を上限とする。ただし、合併関係市町村の数が２を超える場合には、５億円にその超

える数が１を増すごとに１億円を加えた額を上限とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、交付金の交付を受けている合併市町村が平成１７年３月３

１日までに、新たに他の市町村と合併した場合における１合併市町村に交付する交付金

の総額は知事が別に定める額を限度とする。 

（交付金の交付申請） 

第７条 第４条の規定による承認を受けた合併市町村は、交付金の交付の申請をしようと

するときは、毎年度、別に定める期日までに交付申請書を知事に提出しなければならな

い。 

（交付決定の通知） 

第８条 知事は、前条の申請が適当であると認めたときは、交付金の交付の決定を行い、

交付金交付決定通知書により、申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による決定をする場合において、当該交付金の交付の目的を達成

するため必要があると認めるときは、条件を付することができる。 

（申請の取り下げ期間） 

第９条 前条の規定により交付金の交付決定の通知を受けた合併市町村（以下「事業者」

という。）は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、その交付決

定の通知を受領した日から２０日以内に申請の取下げをすることができる。 

２ 前項による申請の取り下げがあったときは、当該申請に係る交付金の交付の決定はな

かったものとみなす。 

（交付対象事業の内容変更等） 

第１０条 事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更等承認申請

書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 （１）交付対象事業の内容又は交付対象事業に要する経費の配分を変更しようとすると

き（交付対象事業に要する経費の２０パーセント未満の額の変更で、交付金の額に

増減を生じない場合を除く。） 

 （２）交付対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき 

２ 事業者は、交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が

困難になった場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならな

い。 

（状況報告） 

第１１条 事業者は、交付対象事業について、知事が必要と認めて指示を行ったときは、

遂行状況報告書を知事に提出しなければならない。 

（実績報告書） 

第１２条 事業者は、当該年度の交付対象事業が完了した場合は、当該完了の日から起算
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して３０日を経過した日又は交付を決定した年度の翌年度４月１０日のいずれか早い日

までに実績報告書を知事に提出しなければならない。 

（交付金の額の確定） 

第１３条 知事は、前項の実績報告を受けた場合においては、報告書等の審査により、交 

付金交付決定の内容及びこれに付けた条件に適合するものであると認めたときは、交付

すべき交付金の額を確定するものとする。なお、交付金の確定額は交付対象経費に係る

実支出額の合計額と交付金の交付決定額のいずれか低い額とし、交付額確定通知書によ

り通知するものとする。 

（交付金の交付方法） 

第１４条 交付金は、当該年度の交付対象事業が完了した後に交付するものとする。ただ

し、知事が事務遂行上必要と認めたときは、交付決定額の全部又は一部を概算払するこ

とができるものとする。 

２ 事業者は、概算払いを受けようとするときは、概算払請求書を知事に提出するものと

する。 

（証拠書類の保存） 

第１５条 事業者は、交付対象事業に係る収支を記載した帳簿を設けるとともにその証拠

となる書類を整備し、かつ、これらの書類を交付対象事業計画の終了の年度以降５年間

保存しなければならない。 

（交付金の財源上の取り扱い） 

第１６条 この交付金は、交付対象事業が国庫支出金、地方債及び県補助金等を財源とす

る場合には、当該特定財源を充当した後の事業者の負担額に対して交付するものとする。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１５年５月３０日から施行する。 

２ 三重県市町村合併支援交付金交付要綱は、廃止する。 

    附 則 （平成１５年度一部改正） 

この要綱は、平成１５年１２月１日から施行する。 

   附 則 （平成１６年度一部改正） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年３月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定にかかわらず、平成１７年３月３１日までに知事に合併の申請を行い、 

平成１８年３月３１日までに合併した市町村は、交付金の交付対象者とする。 

    附 則 （平成１８年度一部改正） 

この要綱は、平成１８年４月４日から施行する。 
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